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「保健事業評価マニュアル」を用いた老人保健事業の評価について
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　新潟県内の111市町村を対象として，老人保健の各事業の評価を図るため，「保健事業評価マニ

ュアル」に示された質問表を用いてアンケート調査を実施した。有用と思われる75項目を選択

し，①循環器疾患死亡率，②がん死亡率，③体制と計画，④健康手帳，⑤健康教育，⑥健康相

談，⑦基本健康診査，⑧がん検診体制，⑨がん検診受診率，⑩機能訓練，⑪訪問指導および⑫口

腔保健の12の評価指標に分けた。さらに関連する項目を組み合わせて，A対象の把握，B計画の

策定およびC事後評価に関する3指標を新たに設定した。

　すべての項目は4段階の順序データによる回答からなり，最も望ましい回答を4点としてスコ

ア化した。各指標の項目数が異なるので，各スコアの合計が理論的な最高点に対して何％にあた

るかを計算し，市町村の分布によって評価した。60％以上を得点した市町村の割合は，⑨91.0％，

A 85.6％，⑪82.9％，⑦82.0％で高く，一方，⑥18.0％，⑫27.0％，C 27.9％で低かった。

　各々の指標について新潟県全体の平均値および標準偏差を算出し，両者をもとに標準化偏差を

計算した。市町村と所轄保健所とを同時に評価するため，新潟県の平均値の何％得点したのかを

レーダーチャートに，標準化偏差を管理図に表して，市町村の自己評価の資料として活用しても

らった。

　③，A～Cの評価指標と他の指標①，②，④～⑫との間で相関係数を算出した。⑤～⑧ではす

べて，正の有意な相関が認められたが，①および②では有意差がまったく認められなかった。継

続的な評価を図るためには，各事業の目標を明確に設定することが最も重要であると考えられ

る。
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